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（単位：百万円）

230,776 119,159

717 434

93,484 21,986

95 2,183

311 7,900

78,569 6,924

52,284 74,014

5,316 272

△ 3 42

5,006

91

26,116 299

  有形固定資産 5,498 4

1,628 16,438

751 15,479

339 522

2,770 436

8 135,598

  無形固定資産 11

11

  投資その他の資産 20,606 120,401

2,651 11,876

1,319 20,910

92 20,910

7,580 87,614

65 1,864

8,112 85,750

133 1,091

4,097 19,091

△ 3,445 65,568

892

△ 609

1,502

121,294

資　　産　　合　　計 256,892 負 債 純 資 産 合 計 256,892

長 期 保 証 金

そ の 他

そ の 他

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

繰 延 税 金 資 産

機 械 ・ 運 搬 具

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

前 払 年 金 費 用

貸 借 対 照 表
2026年３月3１日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 電 子 記 録 債 務

グ ル ー プ 預 け 金 工 事 未 払 金

受 取 手 形 未 払 金

固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

電 子 記 録 債 権 未 払 費 用

完成工事未収入金及び契約資産 未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 支 出 金 契 約 負 債

固 定 負 債

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

事 業 撤 退 費 用 引 当 金

そ の 他

完 成 工 事 補 償 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

負　　債　　合　　計

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧 縮 積 立 金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

純　資　産　　の　　部
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（単位：百万円）

183,007

151,419

完 成 工 事 総 利 益 31,587

11,095

営 業 利 益 20,491

受 取 利 息 ・ 配 当 金 3,673

為 替 差 益 1,320

そ の 他 176 5,170

子 会 社 事 業 損 失 216

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 207

投 資 有 価 証 券 評 価 損 64

固 定 資 産 除 却 損 24

そ の 他 9 522

経 常 利 益 25,140

25,140

7,233

430 7,664

17,476

損 益 計 算 書

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

科　　目

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

金　　額

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価
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（単位：百万円）

11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 60,030 82,077 114,864

誤謬の訂正による累積的影響額 176 176 176

誤謬の訂正を反映した当期首残高 11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 60,207 82,254 115,040

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 11,783 △ 11,783 △ 11,783

当期純利益 17,476 17,476 17,476

会社分割による減少 △ 332 △332 △ 332

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 5,360 5,360 5,360

11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 65,568 87,614 120,401

△ 581 △ 73 △ 654 114,209

誤謬の訂正による累積的影響額 176

誤謬の訂正を反映した当期首残高 △ 581 △ 73 △ 654 114,386

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 11,783

当期純利益 17,476

会社分割による減少 △ 332

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 28 1,576 1,547 1,547

事業年度中の変動額合計 △ 28 1,576 1,547 6,908

△ 609 1,502 892 121,294

　 2025年4月1日残高

別途積立金
繰越利益
剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金

　 2025年4月1日残高

事
業
年
度
中
の
変
動
額

　 2026年3月31日残高

評価・換算差額等

株主資本等変動計算書
自2025年4月１日　至2026年3月31日

利益剰余金

株主資本合
計資本準備金

　 2026年3月31日残高

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮積立金

純資産合計その他有価
証券評価差
額金等

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計
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個 別  注 記 表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法  

(ｲ) 関係会社株式及び 

関係会社出資金 

移動平均法による原価法によっております。 

(ﾛ) 投資有価証券 

（市場価格のない株式等以外の

もの） 

 (ﾊ) 投資有価証券 

（市場価格のない株式等） 

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によっております。 

 

移動平均法による原価法によっております。 

② デリバティブの評価基準及び評価方法 

  デリバティブ        時価法によっております。 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

  未成工事支出金 主として個別法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 （リース資産を除く） 

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

  

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り算定または個別に回収可能性を検討しております。また、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

② 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しており

ます。 

③ 完成工事補償引当金 完成工事の瑕疵担保及び保証対応等の費用に充てるため、過去の完

成工事に係る対応費用の実績を基に算定した将来の発生見込額及

び完成工事に対する未了事項対応費用に充てるために、個別の案件

毎に見積もった翌期以降の発生見込額を計上しております。 

④ 工事損失引当金 

 

 

 

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、

損失が発生すると見込まれ、かつ、当事業年度末時点で当該損失

額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年度以降

の損失見積額を引当計上しております。 

⑤事業撤退費用引当金 事業の整理・撤退等に伴い将来発生が見込まれる費用について、

合理的に見積もった額を事業撤退費用引当金として計上しており

ます。 
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⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理

しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。 

(4) 収益及び費用の計上基準  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月30日）及び「収益認識に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日）を適用しており、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し

ております。 

主に発電プラント建設工事及び一般産業向け設備等の請負に関する工事契約に係る完成工事高の計上に

ついて、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、履行義務を充足す

るにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗率の見

積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。なお、契約における取引開始

日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱い

を適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま

す。 

また発電設備等に関する機器等の納入及びそれに付随する技術役務の提供に係る完成工事高の計上につ

いて、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、履行義務を充足する

につれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗率の見積

りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。なお、契約における取引開始日

から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い契約については代替的な取扱いを

適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

損害賠償金等の変動対価は、不確実性が解消された時点において収益認識累計額の重要な戻し入れが生

じない可能性が高い範囲で収益に含めております。 

(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

当社にはデリバティブ取引の扱いに関する規程があり、外貨建取引に係る為替レートの変動リスクを回

避する目的で、個々に為替予約を行いヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。 
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(6) グループ通算制度の適用 

① TBJホールディングス㈱(以下、「TBJHD」という。)を通算親法人とするグループ通算制度を適用してお

ります。 

② 「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42 号 2021

年８月12 日)に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

及び開示を行っております。 

 

２．収益の認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりです。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

工事損失引当金の損失見込額及び履行義務の充足に関わる進捗度 

① 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

(ｲ)履行義務が一定の期間にわたり充足される工事契約による完成工事高  95,104百万円 

履行義務が一定の期間にわたり充足される工事契約による完成工事高は当期中に完成した案件の完

成工事高も含みます。 

(ﾛ)工事損失引当金      91百万円 

② 会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他情報 

工事原価総額は、工事契約において定められた、施工者の義務を果たすための支出の総額を合理的に見

積り算定しております。履行義務が一定の期間にわたり充足される工事契約の進捗度の見積りは、主と

して発生原価に基づくインプット法によっております。また、工事損失引当金は、当事業年度末時点で

未引渡工事のうち、損失が発生することが見込まれ、かつ、当事業年度末時点で当該損失額を合理的に

見積ることが可能な工事について、翌事業年度以降の損失見積額を引当計上しております。履行義務が

一定の期間にわたり充足される工事契約の進捗度及び工事損失引当金の損失見積額は、工事原価総額に

基づいて見積っております。当該見積りは、当事業年度末時点では予測不可能な事象によって影響を受

ける可能性があり、工事原価総額の見積りが変動した場合、翌事業年度の計算書類において、履行義務

が一定の期間にわたり充足される工事契約の完成工事高、工事損失引当金の金額及び完成工事原価に重

要な影響を与える可能性があります。 

 

４．誤謬の訂正に関する注記 

過去の事業年度における海外子会社株式の評価損に係る会計処理に誤りが判明したため、誤謬の訂正を行い

ました。 

当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映されております。 

影響額につきましては、株主資本等変動計算書の「誤謬の訂正による累積的影響額」に記載しております。 

 

５．貸借対照表等に関する注記 

(1) 完成工事未収入金 50,144百万円 

(2) 契約資産 28,425百万円 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 8,593百万円 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

① 短期金銭債権 

② 短期金銭債務 

③ 長期金銭債権 

102,622百万円 

3,189百万円 

2,574百万円 

(5) 保証債務及び保証類似行為  

① TBJH㈱（以下、「TBJH」という。)が締結したローン契約に対する保証 

当社は、ローン契約における当初保証人として指定されており、当該契約に係る金融債務に対して保

証を付しています。これらの債務保証は、2026年３月31日現在では2026年から2030年にかけて、TBJH

による債務弁済が行われるか、保証履行による支払又は保証の取消により終了します。保証履行によ

る支払は、TBJHによる債務の不履行により生じることになります。2026年３月31日現在において、 



 
 

- 7 - 

 

これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、ローン契約元本の１兆１千億円及びこれに係る利息

です。 

また、2023年度にTBJHDが発行した社債２千５百億円及びこれに係る利息に関して、当社は当初保証

人として指定されており、当該契約に係る金融債務に対して保証を付していましたが、2026年４月１

日にTBJHDによる債務弁済が行われ債務保証は消滅しました。 

② 上記以外の保証 

下記のものの債務等に対して保証をしております。 

従業員（住宅融資金） 

ティーピーエスシー・タイ社の履行保証 

ティーピーエスシー・フィリピン社の履行保証 

 

 

11百万円 

6,261百万円 

92百万円 

 

６．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

① 営業取引による取引高  

売上高 17,720百万円 

仕入高 12,958百万円 

② 営業取引以外の取引高 3,699百万円 

 

７．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当 事業 年 度 増加 株 式 数 当 事業 年 度 減少 株 式 数 当 事業 年 度 末の 株 式 数 

普 通 株 式 97,410千株 － － 97,410千株 

 

(2)剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

2025年６月30日開催の株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額       5,876百万円 

・１株当たり配当額     60円32銭 

・基準日          2025年３月31日 

・効力発生日        2025年６月30日 

2025年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額       5,907百万円 

・１株当たり配当額     60円64銭 

・基準日          2025年９月30日 

・効力発生日        2025年12月10日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2026年６月30日開催の株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

・配当金の総額       11,569百万円 

・１株当たり配当額     118円76銭 

・基準日          2026年３月31日 

・効力発生日               2026年６月30日 

 

 

８．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払賞与及び完成工事補償引当金の否認等 

であります。 
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９．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、主として東芝グループファイナンス制度による短期的な運用を原則とし

ております。デリバティブは、為替相場の変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

東芝グループファイナンス制度の利用については、当社の利益を損なわないよう、また、経済合理性及

び総合的な経営戦略等を十分に検討の上、実行の是非を適切に判断し決定しております。 

営業債権である受取手形、電子記録債権並びに完成工事未収入金及び契約資産は、顧客の信用リスクに

晒されております。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、各事業部門における営業部門

が主な取引先の状況を管理し、信用状況を１年毎に把握する体制としております。 

また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております

が、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に投資信託及び業務上の関係を有す

る企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である電子記録債務、工事未払金、未払金並びに未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払

期日です。 

デリバティブ取引は、外貨建支払いや外貨建収入に対して、為替相場の変動リスクをヘッジする目的で

先物為替予約取引を利用しております。またデリバティブ取引については、信用度の高い金融機関のみ

を取引相手としているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。デリバティブ取引の実行

及び管理は、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、経理部長はデリバティブ取引の契約状況

等を半期毎に取締役会にて報告しております。 

 

(2）金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月31日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

また、現金預金、グループ預け金、受取手形、電子記録債権、完成工事未収入金及び契約資産、電子記録債

務、工事未払金、未払金並びに未払費用については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似する

ことから当該注記を省略しております。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

投資有価証券 2,611 2,611 －     

デリバティブ取引（※） 2,206 2,206 － 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と 

なる項目については、（ ）で示しております。 

 

（注）１．投資有価証券 

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。 

   ２．デリバティブ取引 

これらの時価について、為替予約は先物為替相場によっております。 

３．市場価格のない株式等 

（単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 

投資有価証券 40 

関係会社株式 1,319 

関係会社出資金 92 
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１０．関連当事者との取引に関する注記 

(1)親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 
議決権等の
被所有割合 

(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 

㈱東芝 
被所有直接 
100.00 
 

 
工事請負 
 

 
営業取引 
（注）１ 
 

 
工事請負 
（注）３ 
 
 

 
17,562 

 
 
 

 
完成工事未収
入金及び契約

資産 
 

 
8,549 

 

その他 
流動資産 

189 
 

契約負債 50 
 

資材購入 
 

資材購入 
（注）３ 
 

8,136 
 

工事未払金 1,866 

未払金 218 

未払費用 54 

資金取引 
 

営業外取引 
（注）２ 
 
  

資金の貸借
（注）４ 

13,343 
 

グループ 
預け金 

93,484 
 

利息の受取
（注）５ 

2,966 
 

  

グループ通算 
 

通算税効果額 312 未払金 312 

TBJH㈱ 
被所有間接 
100.00 

債務保証 債務保証（注）６ － － － 

TBJ 
ホールディング
ス㈱ 

被所有間接 
100.00 

債務保証 債務保証（注）６ － － － 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．営業取引の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

   ２．営業外取引の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

   ３．工事請負については、一般的取引条件と同様に決定しており、資材購入については、個々に見積りの

提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定しております。  

    ４．資金の貸借については、当社と㈱東芝との間で資金取引に関する基本契約を締結して行っておりま

す。 

５．利息については、市場金利を勘案して一般の取引条件を参考に両社協議の上決定しております。 

６．TBJH及びTBJHDの金融機関等と締結したLBOローン等の契約に関して、当社が保証人として指定されて

おり、当該契約に係る金融債務に対して保証を付しています。詳細情報は「貸借対照表に関する注記」

の「保証債務及び保証類似行為」に記載のとおりです。 
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(2)兄弟会社等 

種類 会社等の名称 
議決権等の
所有割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

 

 

 

親会社

の子会

社 

東芝エネルギー
システムズ㈱ 

－ 

 
工事請負 

 
営業取引 
（注）１ 

 

 
工事請負（注）２ 

 
47,095 

 
完成工事未収
入金及び契約

資産 

 
29,910 

 

その他 
流動資産 

39 

契約負債 
 

348 

資材購入 資材購入（注）２ 
 

3,920 
 

工事未払金 
 

878 
 

未払金 
 

97 
 

未払費用 
 

38 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注）１．営業取引の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

   ２．工事請負については、一般的取引条件と同様に決定しており、資材購入については、個々に見積りの

提出を受け、その都度、交渉により取引金額を決定しております。 

 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,245円 18銭 

(2) １株当たり当期純利益 179円 40銭 
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